
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
公
表

平
成
29
年
度
決
算
に
基
づ
く
財
政
の
健
全
性
を
示
す
指
標

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化
法
）
で
は
、
地
方
公

共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
を
判
断
す
る
た
め
の
指
標
と
健
全
化
の
た
め
の
是
正
措
置
の
基
準

を
、
黄
色
信
号
の
早
期
健
全
化
基
準
と
赤
信
号
の
財
政
再
生
基
準
の
２
段
階
で
示
し
、
そ
れ

ら
の
指
標
の
算
定
と
公
表
を
義
務
づ
け
て
い
ま
す
。

1
実
質
赤
字
比
率

　
市
の
普
通
会
計
（
一
般
会
計
、
墓
園
事
業

特
別
会
計
）
を
対
象
と
し
た
実
質
赤
字
額

の
、
標
準
財
政
規
模
※
に
対
す
る
比
率
。

三
島
市
で
は
対
象
会
計
に
実
質
赤
字
額
は

生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

※
標
準
財
政
規
模
…
地
方
公
共
団
体
の
一

般
財
源
の
標
準
的
な
規
模

2
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
市
の
す
べ
て
の
会
計
（
一
般
会
計
、
公
営

企
業
会
計
を
含
む
特
別
会
計
）
を
対
象
と

し
た
実
質
赤
字
額（
ま
た
は
資
金
不
足
額
）

の
、
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
。

　
三
島
市
で
は
対
象
会
計
に
実
質
赤
字
額
は

生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

（実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は「ー」で記載しています）

■健全化判断比率（指標の解説1～4）

区分 1実質赤字比率 2連結実質赤字比率 3実質公債費比率 4将来負担比率

三島市 － － 6.2％ 
（平成28年度6.４％）

1４.9％ 
（平成28年度14.5％）

早期健全化基準 12.42％ 17.42％ 25.0％ 350.0％

財政再生基準 20.00％ 30.00％ 35.0％

（資金不足額がない場合は「ー」で記載しています）

会計名 三島市 経営健全化基準

水道事業会計 － 2０.0％

下水道事業特別会計 － 2０.0％

■資金不足比率（指標の解説5）

指

の

説

標

解

次
の
各
比
率
は
、
数
値
が
低
い
ほ
ど
財
政
の
健
全
性
が
高
い

こ
と
を
表
し
て
い
ま
す
。

3
実
質
公
債
費
比
率

　
市
の
す
べ
て
の
会
計
と
一
部
事
務
組
合
が

当
該
年
度
に
負
担
し
た
地
方
債
元
利
償
還

金
な
ど
の
、
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比

率
（
過
去
３
カ
年
の
平
均
）。

　
三
島
市
で
は
早
期
健
全
化
基
準
25
・
０
％

を
下
回
る
、
6.2
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

4
将
来
負
担
比
率

　
市
の
す
べ
て
の
会
計
と
一
部
事
務
組
合
な

ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
実
質
的
な
負
債
の

標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
。
三
島
市

で
は
早
期
健
全
化
基
準
の
３
５
０・０
％

を
下
回
る
14
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

5
資
金
不
足
比
率

　
公
営
企
業
ご
と
の
資
金
不
足
額
の
事
業
規

模
に
対
す
る
比
率
。
三
島
市
で
は
対
象
会

計
に
資
金
不
足
額
は
生
じ
て
い
ま
せ
ん
。
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◎特別会計

会計 予算額 歳入 歳出
収入済額 執行率 支出済額 執行率

国民健康保険 １２１億５,６３７万円 ４７億１,８９２万円 ３８．８％ ４５億　　８１６万円 ３７．１％
介護保険 ７６億　　１９４万円 ３４億８,９１７万円 ４５．９％ ３１億５,８４６万円 ４１．５％
後期高齢者医療 １３億８,６１５万円 ４億５,７７６万円 ３３．０％ ３億　　８９８万円 ２２．３％
墓園事業 ５０１万円 １,５５７万円 ３１０．８％ ７４万円 １４．８％
駐車場事業 ６,９４１万円 ３,４３３万円 ４９．５％ ９６７万円 １３．９％

合計 ２１２億１,８８８万円 ８７億１,５７５万円 ４１．１％ ７９億８,６０１万円 ３７．６％

区分 市債現在高

一般会計

教育施設 ５７億5,154万円
土木施設 ８6億4,538万円
清掃衛生施設 19億9,671万円
公営住宅施設 １３億５,６５９万円
福祉施設 １２億８,６６１万円
臨時財政対策債ほか １８２億５,４５３万円
一般会計合計 ３７２億９,１３６万円

公営企業会計 水道事業 ３５億６,７５４万円
下水道事業 １７８億４,６２２万円

市債（借りているお金）の現在高

◎水道事業会計
区分 予算額 執行額 執行率

収益的収入 １７億２,６０９万円 ８億４,１４７万円 ４８．８％

収益的支出 １４億３,653万円 ４億1,26７万円 ２8．7％

資本的収入 4億5,６55万円 ０円 ０％

資本的支出 １０億3,784万円 １億7,464万円 １6．8％

市有財産の状況

▶基金などの積立金	３１  億 ８,６８０ 万円
▶有価証券と出資金	１  億 ８,４４９ 万円
▶土地	３１２  万 ９,９２９㎡
▶建物	３４  万 ８,２６２㎡
▶立木	８ ,９２６㎥

平成30年度上半期（４～９月）の予算執行状況
（平成30年９月 30 日現在）

◎一般会計歳入
科目 予算額 収入済額 執行率

自
主
財
源

市税 176億1,476万円 ９4億6,265万円 ５3．7％

諸収入･財産収
入･手数料ほか 25億9,855万円 8億2,827万円 31．9％

繰越金 6億8,168万円 7億9,116万円 １16．1％

依
存
財
源

地方交付税 １０億5,000万円 ７億６,７７７万円 ７３．１％

国庫支出金 ５１億７,５５４万円 ２１億７,４０２万円 ４２．０％

県支出金 ２３億２,１４６万円 ２億２，２２6万円 ９．６％

市債 ３４億６,５９０万円 ０円 ０％

その他 ２７億４,１００万円 １４億２,８４３万円 ５２．１％

合計 ３５６億４,８８９万円 １５６億７,４５6万円 ４４．０％

◎一般会計歳出
科目 予算額 支出済額 執行率

議会･総務費 ３８億3,718万円 １２億8，805万円 ３３．6％

民生費 １２2億2,988万円 ５0億4,561万円 ４1．3％

衛生費 ４４億４,８９8万円 ２０億１,４１３万円 ４５．３％

労働･農林･商工費 １０億２,712万円 ５億2,274万円 ５０．9％

土木費 ４６億3,７55万円 １7億8,321万円 38．5％

消防費 １５億１,６７1万円 ６億９,127万円 ４５．６％

教育費 43億6,95１万円 １７億2,521万円 ３9．5％

公債費 ３４億２,５６８万円 １１億２,６７６万円 ３２．９％

災害復旧費等 １億5,628万円 ０円 ０％

合計 ３5６億4,889万円 １４1億9,698万円 ３９．8％

《社会保障施策（年金、医療、介護、子育て）の一部には、引上げ分の地方消費税が財源として充てられます。》

◎下水道事業会計　※平成30年度から企業会計方式に移行

区分 予算額 執行額 執行率

収益的収入 25億６,２79万円 12億4,680万円 ４8．7％

収益的支出 25億3,240万円 5億2,584万円 ２0．8％

資本的収入 13億2,321万円 3,854万円 ２．９％

資本的支出 ２１億９,９２１万円 ６億７,８３０万円 ３０．８％
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